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第１編 揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例の

概要

１ 揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例の概要

第１ 条例制定の背景

本県の光化学スモッグ注意報の発令日数は、平成１４、１６、１７年度に全国ワースト１

位となっており、発令日数を減らすためには、その原因物質である揮発性有機化合物（ＶＯ

Ｃ）の排出抑制対策を一層進める必要があります。

ＶＯＣは、塗料の希釈溶剤やガソリン、ベンゼンなど、常温で揮発しやすい物質の総称で、

これまで、県では、公害防止協定や炭化水素対策指導要綱により排出抑制指導を行ってきま

した。

一方、国では、大気汚染防止法を改正し、平成１８年度から、ＶＯＣの排出規制を開始し

ましたが、ＶＯＣ年間使用量５０トン相当以上の大規模施設を排出規制対象とし、５０トン

未満の施設に対しては自主的な取組にゆだねたものとなっております。

このため、要綱対象である６トン以上の施設等について、事業者の自主的な取組によるＶ

ＯＣの排出抑制を一層促進するための制度を創設するものです。

第２ 条例の概要

（１）目 的

大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第１７条の３に規定する事業者が自主的に

行うＶＯＣの排出及び飛散の抑制のための取組（以下「自主的取組」という。）を促進す

るため必要な事項を定めることにより、光化学オキシダント及び浮遊粒子状物質の生成の

抑制を図り、もって県民の健康を保護するとともに生活環境を保全することを目的としま

す。

（２）定 義

① 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）

大気汚染防止法の定義に合わせて、「大気中に排出され、又は飛散した時に気体であ

る有機化合物(浮遊粒子状物質及びオキシダントの生成の原因とならない物質として政

令で定める物質を除く。)」としました。

なお、政令で揮発性有機化合物から除かれる物質はメタンと７種類のフロン類です。

② 自主的取組対象施設

県の区域（千葉市、船橋市及び柏市の区域を除く。以下同じ。）内に存する工場又は

事業場に設置される施設でＶＯＣを排出するもののうち、その施設から排出されるＶＯ

Ｃが大気の汚染の原因となるものであって、ＶＯＣの排出量が多いために自主的取組を

行うことが特に必要なものとして規則で定めるものをいい、規則別表（表１－２ 自主

的取組対象施設 ｐ．６）に掲げる施設であって、それぞれ同表の右欄に掲げる要件に該

当するものをいいます。

③ ＶＯＣ排出事業者

その事業活動に伴って自主的取組対象施設からＶＯＣを大気中に排出する者をいい、

自主的取組計画書等の提出義務者となります。

（３）「自主的取組の促進に関する指針」の策定

県は、事業者による自主的取組におけるＶＯＣの削減目標、方法及び取り組むべき対策

の事例等、事業者が留意すべき事項について指針を定めます。

また、指針を定めるに当たっては、あらかじめ、当該指針の案を公表し、県の区域内に

工場又は事業場を有する事業者（以下「県内事業者」という。）及び県民の意見を求める

こととします。

（４）県内事業者の責務

その事業活動に伴うＶＯＣの大気中への排出又は飛散の状況を把握し、及び指針に留意
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して、自主的取組を行う責務を有します。

（５）県の責務

県は、自主的取組を支援するとともに、自ら率先して、ＶＯＣの排出及び飛散の抑制の

ための取組を行う責務を有します。

（６）県民の努力

県民は、県内事業者の事業活動に伴うＶＯＣの大気中への排出又は飛散の状況を把握す

ることにより、自主的取組に関する理解を深めるよう努めることとしました。

（７）自主的取組計画書の作成及び提出等

① 各年４月１日においてＶＯＣ排出事業者である者は、自主的取組対象施設が設置され

ている工場又は事業場ごとに、ＶＯＣの使用量並びに排出量及び飛散の量等について

記載した計画書（「自主的取組計画書」条例施行規則第一号様式 ｐ．６２）を作成し、

各年度の７月末日までに知事に提出することとしました。

② ①以外の事業活動に伴ってＶＯＣを排出する施設からＶＯＣを大気中に排出する者

も、工場又は事業場ごとに、自主的取組計画書を作成し、知事に提出することができ

ることとしました。

（８）実績報告書の作成及び提出

（７）の自主的取組計画書を提出した者は、当該自主的取組計画書に係る工場又は事業

場ごとに、当該自主的取組計画書に係る年度の終了後、当該自主的取組計画書に記載され

た事項に係る実績を記載した報告書（「実績報告書」条例施行規則第三号様式 ｐ．６８）を

作成し、翌年度の７月末日までに知事に提出することとしました。

（９）書類等の保存

（７）の自主的取組計画書を提出した者又は（８）の実績報告書を提出した者は、当該

自主的取組計画書又は当該実績報告書に記載したＶＯＣの使用量等の算出の根拠が記載さ

れた書類又は当該根拠が記録された電磁的記録を当該提出の日から３年間保存することと

しました。

（１０）公表

知事は、（７）の自主的取組計画書の内容及び（８）の実績報告書の内容を公表するこ

ととしました。

（１１）指導及び助言

知事は、県内事業者に対し、指針に即して自主的取組の促進に関し必要な指導及び助言

をすることができることとしました。

（１２）報告及び検査

知事は、ＶＯＣ排出事業者その他のＶＯＣを排出する施設からＶＯＣを大気中に排出す

る者に対し、報告を求め、又は職員に、立入検査させることができます。

（１３）過料

過料を設けることにより、自主的取組計画等の報告・公表制度の信頼性を確保します。

自主的取組報告義務違反者、虚偽報告者、報告・立入拒否者・・・・５万円以下の過料

（１４）施行期日

平成２０年４月１日

ただし、自主的取組の促進に関する指針の策定に関する部分は条例公布（平成１９年１

０月１９日）の日としました。
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２ 揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例の基本構造

【 別表 】‥‥規則

○ 自主的取組対象施設

【 Ⅰ 目的 】(1条)

○ 直接目的：光化学オキシダント及び浮遊粒子状物質の生成の抑制

○ 究極目的：県民の健康の保護及び生活環境の保全

【 Ⅱ 定義 】(2条)

○ 「揮発性有機化合物」(1号)

○ 「自主的取組対象施設」(2号)

○ 「揮発性有機化合物排出事業者」(3号)

【 Ⅳ 責務等 】

○（県内）事業者の責務(4条)

○ 県の責務(5条)

○ 県民の努力(6条)

【 Ⅲ 指針の策定 】(3条)

○ 知事による指針の策定(1,2項)

○ 策定の際の意見聴取(3,4項)

○ 指針の公表(5項)

総 則

【 Ⅵ 公表 】(10条)

○ 報告事項の公表

【 Ⅴ 自主的取組計画・実績の報告義務等 】

○ 揮発性有機化合物排出事業者

⇒ 自主的取組計画の作成・知事への報告(7条1,2項)

⇒ 揮発性有機化合物の排出量等の実績の知事への報告(8条)

⇒ 自主的取組計画・実績に係る報告事項の保存(9条)

○ 揮発性有機化合物排出事業者以外の事業者等

⇒ 自主的取組計画の作成・知事への報告（任意）(7条3項)

⇒ 揮発性有機化合物の排出量等の実績の知事への報告(8条)

⇒ 自主的取組計画・実績に係る報告事項の保存(9条)

【 Ⅶ 指導・助言 】(11条)

○ 指針に即した指導・助言

手段

【 Ⅸ 過料 】(14条)

○ 報告義務違反者(1,3,4号)

○ 虚偽報告者(1,2,3,4,5号)

○ 報告・検査拒否者(5号)

【 Ⅷ 報告・検査】(12条)

○ 報告の要求

○ 立入検査

実効性の確保
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３ 揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための自主的取組に関する指針の概要

第１ 目 的

本指針は、千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条

例第３条の規定により大気汚染防止法（以下「法」という。）第１７条の２に規定する事業

者が自主的に行う揮発性有機化合物（以下「ＶＯＣ」という。）の排出及び飛散の抑制のた

めの取組（以下「自主的取組」という。）の促進に関し必要な事項を定めるものです。

第２ 自主的取組による揮発性有機化合物の排出量及び飛散の量の削減に関する目標

光化学オキシダントや浮遊粒子状物質に係る大気汚染の改善のため、工場・事業場の固定

発生源からのＶＯＣの排出及び飛散を抑制することを目的とした法改正が行われ、平成１８

年４月１日から施行されています。

この改正の趣旨は、「光化学オキシダント等による大気汚染を改善するため、その原因物

質の一つであるＶＯＣについて、平成２２年度までに固定発生源からのＶＯＣ排出総量を平

成１２年度比で３割程度抑制することが必要と見込んでいる。」としています。

そこで、千葉県全体として、平成１２年度のＶＯＣ排出量及び飛散の量を基準として平成

２２年度までに削減すべき目標を３割とします。

第３ 自主的取組の方法

事業活動に伴いＶＯＣを大気中へ排出又は飛散する事業者（以下「ＶＯＣ排出等事業者」

という。）は、改正法の趣旨に基づいて自主的取組を行うものとし、自主的取組の実施に当

たっては、次の事項に留意します。

１ ＶＯＣの排出及び飛散の抑制に関する情報の収集

２ ＶＯＣの排出又は飛散の実態の把握

３ ＶＯＣの排出又は飛散の防止対策の内容

４ 自主的取組計画の策定

ＶＯＣ排出等事業者は、計画的にＶＯＣの排出削減を図るため、ＶＯＣ削減目標値と目

標を達成するための具体的対策等からなる「自主的取組計画」を策定し、排出及び飛散防

止対策の実施に努めます。

（１）ＶＯＣ削減目標値の設定の考え方

原則として「３割」とします。

なお、既に基準年度である平成１２年度において削減対策を講じている工場又は事業

場にあっては３割以下の目標値設定が現実的な場合もあります。一方、基準年度におい

て削減対策を講じていない工場又は事業場にあっては、可能な限り高い削減目標を設定

するよう努めることとします。

（２）ＶＯＣ削減対策の継続

本県では、昭和６１年度から炭化水素対策指導要綱により炭化水素発生施設に対する

排出抑制指導を行ってきました。

条例の施行に伴い同要綱は廃止となりますが、ＶＯＣ排出等事業者のうち別表１※の

施設の設置者又は使用者は、別表２※の排出防止対策を講じるよう努めることとします。

５ 自主的取組計画書・実績報告書の提出

ＶＯＣ排出等事業者のうち自主的取組対象施設を設置している者は、条例に基づき「自主

的取組計画書」及び「実績報告書」を知事に提出します。

６ 自主的取組計画の評価

７ 自主的取組計画・実績の公表

※ 第３編 資料の５「千葉県揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための自主的取

組の促進に関する指針」の別表（ｐ．７６）を参照ください。


